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、国同
士の調整や、租税条約ネットワークの拡大など
の対応を速やかに行うべき。
麝す辺環

境の整備を進めるべき。
②中小企業の経営や投資を後押しする「中小企業
経営強化税制」「中小企業投資促進税制」「中小
企業技術基盤強化税制」の期限延長お税特別措置は企業側の事務負担が大きいた

め、制度設計を簡素化すべき。(★)

（５）税の新陳代謝と合理性の検討
①事業所税は、時代に逆行するものであり創業や
雇用に抑制的に働くため、廃止すべき。
②印紙税は、電子商取引取
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で電
電電止ものから対象範囲

を拡大すべき。
②民間企業の自主的な防災・減災投資を促進する
支援策は、優先度の高いものから計画的かつ迅
速な拡大を進めるべき。また、本支援策は補助金
を含めた柔軟かつ適切な措置が講じられるべき。
③防災・減災に資する既存税制で

期限を迎えるも
のは期限延長を行うとともに、適用範囲の拡充、
要件緩栗 耀を図るから Ｒ 寂 環
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